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  （百万円未満四捨五入）

１．平成30年３月期第３四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期第３四半期 29,830 9.6 15 － 198 － 170 － 

29年３月期第３四半期 27,226 △10.7 △1,041 － △928 － △720 － 
 
（注）包括利益 30年３月期第３四半期 502 百万円 （－％）   29年３月期第３四半期 △485 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期第３四半期 10.27 － 

29年３月期第３四半期 △43.41 － 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期第３四半期 55,935 27,419 48.4 1,636.10 

29年３月期 52,206 27,356 51.6 1,624.07 
 
（参考）自己資本 30年３月期第３四半期 27,048 百万円   29年３月期 26,946 百万円 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

29年３月期 － － － 4.00 4.00 

30年３月期 － － －     

30年３月期（予想）       20.00 20.00 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。平成30年３月期
（予想）の１株当たり期末配当金及び年間配当金合計につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載
しております。株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期（予想）の期末配当金及び年間配当金合計は４円とな
ります。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 

 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 44,100 6.5 1,250 11.5 1,420 13.4 1,070 50.9 64.72 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 
当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、１株当たり当期純利益
につきましては、当該株式併合の影響を考慮して算定しております。詳細については、「業績予想の適切な利用に
関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 



※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

詳細は、添付資料Ｐ．９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：無 

② ①以外の会計方針の変更           ：無 

③ 会計上の見積りの変更            ：無 

④ 修正再表示                 ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期３Ｑ 17,076,439 株 29年３月期 17,076,439 株 

② 期末自己株式数 30年３月期３Ｑ 544,456 株 29年３月期 485,038 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期３Ｑ 16,577,860 株 29年３月期３Ｑ 16,591,963 株 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、期末発行済株式数（自己株式を含む）、期末自己株式数及び期

中平均株式数（四半期累計）を算定しております。 

 
 

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、当社とし

てその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可

能性があります。 

 

（株式併合後の配当及び連結業績予想について） 

当社は、平成29年６月29日開催の第86回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成29年10月１

日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。なお、株式併合考慮前に換算

した平成30年３月期の配当予想及び連結業績予想は以下の通りとなります。 

１．平成30年３月期の配当予想 

１株当たり配当金 期末 ４円00銭（注） 

２．平成30年３月期の連結業績予想 

１株当たり当期純利益 通期 12円94銭 

 

（注）株式併合考慮前に換算した配当額です。 

 

（決算補足説明資料の入手方法） 

決算補足説明資料はTDnetで同日開示するとともに、当社ホームページにも掲載しております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済につきましては、アジア向けを中心に輸出が持ち直す中、企業の

設備投資や生産活動が緩やかに増加していることなどから、景気は緩やかな回復基調が続きました。 

このような経営環境の下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、防衛・通信機器事

業の売上が前年同期を大きく上回ったことに加え、船舶港湾機器事業、油空圧機器事業、流体機器事業の売上も前

年同期を上回ったことから、売上高は前年同期比2,604百万円（9.6％）増収の29,830百万円となり、営業利益は15

百万円（前年同期1,041百万円の営業損失）、経常利益が198百万円（前年同期928百万円の経常損失）、親会社株

主に帰属する四半期純利益も170百万円（前年同期720百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）と全ての利益

項目で前年同期の赤字から黒字へと反転しました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

〔船舶港湾機器事業〕

当事業の商船市場では、国内の造船所で新規建造需要の減少が続いているものの、新造船向け搭載機器のパッケ

ージ販売が増えたことや仕入商品の販売が堅調であったことなどから、受注、売上共に前年同期を上回りました。 

内航船市場では、老齢船の代替建造は依然として本格化していないものの、新造船向け搭載機器のパッケージ販

売が増えたことなどから、受注、売上共に前年同期を上回りました。 

海外市場では、アジアの新規建造需要が一部回復したものの、欧米向けOEMジャイロコンパス販売の回復が遅れ

ていることから、受注は前年同期を上回りましたが、売上は前年同期を下回りました。 

船舶関連機器の保守サービスは、部品販売は伸び悩んだものの、役務工事が堅調に推移したことから、受注は前

年同期並みとなり、売上は前年同期を上回りました。 

この結果、当事業全体として売上高は6,486百万円と前年同期比159百万円（2.5％）の増収、営業利益は71百万

円（前年同期74百万円の営業損失）となりました。 

 

〔油空圧機器事業〕

当事業のプラスチック加工機械市場では、自動車関連設備の需要が増加したことなどから、受注、売上共に前年

同期を大きく上回りました。 

工作機械市場では、国内及び北米需要が一般機械を中心に堅調であったことから、受注、売上共に前年同期を上

回りました。 

建設機械市場では、国内の復興需要及びインフラ整備需要が減少したことなどから、受注、売上共に前年同期を

下回りました。 

海外市場では、中国の成形機需要が堅調であったことから、受注、売上共に前年同期を上回りました。 

油圧応用装置は、バルクキャリア船用ハッチカバー開閉装置の需要が回復していないものの、一般産業機械関連

機器の需要は堅調であったことなどから、受注、売上共に前年同期並みとなりました。 

この結果、事業全体として売上高は9,497百万円と前年同期比394百万円（4.3％）の増収、営業利益は209百万円

と前年同期比183百万円の大幅な増益となりました。 
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〔流体機器事業〕 

当事業の官需市場では、各地で災害復旧事業が優先され当社に関連する計装工事の発注が遅れているものの、前

期から繰り延べされた横浜市水道局向け案件があったことから、受注、売上共に前年同期並みとなりました。 

民需市場では、船舶接岸速度計の客先からの発注が遅れていることなどから、受注は前年同期を下回りました

が、前期に受注した船舶接岸速度計を納入したことなどから、売上は前年同期を上回りました。 

海外市場では、受注、売上共に前年同期並みとなりました。 

この結果、当事業全体として売上高は1,068百万円と前年同期比51百万円（5.0％）の増収、営業損失は347百万

円（前年同期370百万円の営業損失）となりました。 

 

〔防衛・通信機器事業〕 

当事業の官需市場では、F-15主力戦闘機用レーダー警戒装置の量産受注、航空自衛隊向け油圧機器の修理契約及

び部品販売の増加があったものの、前期のSH-60K哨戒ヘリコプター17機一括調達に伴う逆探装置の契約が当期はな

かったことなどから、受注は前年同期を下回りました。しかし、海上交通関連機器が増加したことに加え、新たに

F-15主力戦闘機用レーダー警戒装置の更新に伴う開発・納入があったことなどから、売上は前年同期を上回りまし

た。 

センサー機器市場では、地震計関連機器及び道路関連機器の需要が増加したことに加え、新たに市場投入した農

機関連商品の注文が増加したことなどから、受注、売上共に前年同期を上回りました。 

通信機器市場では、地上デジタル放送関連機器の換装需要が好調であったことに加え、半導体製造装置向けプラ

ズマ生成用マイクロ波増幅器の数量が大きく増加し、海洋監視向け新型衛星通信用アンテナスタビライザーの一括

契約があったことなどから、受注は前年同期を上回り、売上は前年同期を大きく上回りました。 

この結果、当事業全体として売上高は10,537百万円と前年同期比2,257百万円（27.3％）の増収、営業利益は93

百万円（前年同期759百万円の営業損失）となりました。 

 

〔その他の事業〕

検査機器事業は、新商品P-CAP V6の投入が遅れたことなどから、受注、売上共に前年同期を下回りました。 

防災機器事業は、「ガス系消火設備の容器弁の安全性に係る点検」の法定期限が迫る物件が増えたことに加え、

立体駐車場の完成物件が増えたことなどから、受注、売上共に前年同期を上回りました。 

鉄道機器事業は、役務工事は堅調に推移したものの、大型物件であるレール探傷車の更新需要が端境期に入った

ことから、受注は前年同期を大きく下回り、売上は前年同期を下回りました。 

この結果、当事業全体として売上高は2,241百万円と前年同期比257百万円（10.3％）の減収、営業利益は20百万

円と前年同期比148百万円（88.1％）の減益となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期末の流動資産は、前期末に比べて3,346百万円増加し、43,936百万円となりました。これは、たな

卸資産及び電子記録債権が増加したものの、受取手形及び売掛金並びに流動資産その他が減少したことによるもの

です。また、固定資産は前期末に比べて384百万円増加し、11,999百万円となりました。これは、投資その他の資

産が増加したことによるものです。この結果、資産合計は前期末の資産合計52,206百万円から3,730百万円増加

し、55,935百万円となりました。

流動負債は、前期末に比べて298百万円減少し、20,268百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金が増

加したものの、短期借入金及び賞与引当金が減少したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて3,964百

万円増加し、8,249百万円となりました。これは、長期借入金が増加したことによるものです。この結果、負債合

計は前期末の負債合計24,850百万円から3,667百万円増加し、28,517百万円となりました。

純資産合計は、前期末の純資産合計27,356百万円から63百万円増加し、27,419百万円となりました。これは、そ

の他有価証券評価差額金が増加したものの、利益剰余金が減少したことによるものです。この結果、自己資本比率

は前期末51.6％から3.3ポイント減少し、48.4％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成30年３月期の連結業績予想につきましては、防衛・通信機器事業の民需市場で半導体製造装置向けプラズマ

生成用マイクロ波増幅器の当期発注数量が前回予想に比べ減少し、流体機器事業の官需市場が各地で発生した災害

復旧事業に予算が優先され当社に関連する計装工事の次期への繰り延べが増加する見込みであることから、売上高

は11月10日に開示した前回予想に比べ15億円（3.3％）減収の441億円となる見通しであります。また、営業利益は

売上高の減少に加え、前回予想に比べ原価率が0.5ポイント悪化することから、前回予想比4.2億円（25.1％）減益

の12.5億円、経常利益は前回予想比4.1億円（22.4％）減益の14.2億円、親会社株主に帰属する当期純利益も前回

予想比3.3億円（23.6％）減益の10.7億円となる見通しであります。これらにより、通期予想を以下のとおり修正

しました。 

 

平成30年３月期 連結業績予想数値の修正（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属

する当期純利益

1株当たり 

当期純利益

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 45,600 1,670 1,830 1,400 84.38

今回修正予想（Ｂ） 44,100 1,250 1,420 1,070 64.72

増減額（Ｂ－Ａ） △1,500 △420 △410 △330 －

増減率（％） △3.3 △25.1 △22.4 △23.6 －

（ご参考）前期実績 

（平成29年３月期） 
41,394 1,121 1,252 709 42.72

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,175 7,971 

受取手形及び売掛金 14,361 12,765 

電子記録債権 1,946 3,910 

商品及び製品 1,376 1,546 

仕掛品 8,217 11,057 

原材料及び貯蔵品 4,462 5,043 

その他 2,055 1,646 

貸倒引当金 △2 △2 

流動資産合計 40,591 43,936 

固定資産    

有形固定資産 7,383 7,372 

無形固定資産 7 2 

投資その他の資産    

その他 4,280 4,680 

貸倒引当金 △54 △54 

投資その他の資産合計 4,226 4,626 

固定資産合計 11,615 11,999 

資産合計 52,206 55,935 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 6,133 6,957 

短期借入金 10,836 10,115 

賞与引当金 1,014 565 

その他 2,583 2,631 

流動負債合計 20,566 20,268 

固定負債    

長期借入金 2,348 6,333 

役員退職慰労引当金 74 51 

資産除去債務 788 788 

退職給付に係る負債 909 911 

その他 166 166 

固定負債合計 4,284 8,249 

負債合計 24,850 28,517 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,218 7,218 

資本剰余金 14 14 

利益剰余金 19,135 18,973 

自己株式 △450 △537 

株主資本合計 25,915 25,667 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,059 1,407 

為替換算調整勘定 45 36 

退職給付に係る調整累計額 △73 △62 

その他の包括利益累計額合計 1,030 1,381 

非支配株主持分 410 371 

純資産合計 27,356 27,419 

負債純資産合計 52,206 55,935 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 27,226 29,830 

売上原価 21,089 22,695 

売上総利益 6,137 7,135 

販売費及び一般管理費 7,179 7,120 

営業利益又は営業損失（△） △1,041 15 

営業外収益    

受取利息 2 2 

受取配当金 70 76 

生命保険配当金 39 40 

持分法による投資利益 24 67 

補助金収入 10 4 

その他 51 77 

営業外収益合計 197 267 

営業外費用    

支払利息 48 57 

為替差損 16 2 

その他 20 25 

営業外費用合計 84 84 

経常利益又は経常損失（△） △928 198 

特別損失    

固定資産除売却損 14 4 

特別損失合計 14 4 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△943 194 

法人税等 △229 43 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △714 151 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
7 △19 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△720 170 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △714 151 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 335 348 

為替換算調整勘定 △159 △9 

退職給付に係る調整額 57 11 

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 0 

その他の包括利益合計 229 351 

四半期包括利益 △485 502 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △492 521 

非支配株主に係る四半期包括利益 7 △19 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他の 
事業 

（注）１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
船舶港湾
機器事業 

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業 

防衛・通信
機器事業 

計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
6,327 9,103 1,017 8,281 24,728 2,497 27,225 1 27,226 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

77 146 0 57 280 752 1,032 △1,032 － 

計 6,405 9,249 1,017 8,337 25,008 3,250 28,257 △1,031 27,226 

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

△74 26 △370 △759 △1,177 168 △1,009 △33 △1,041 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検査機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険

代理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△33百万円には、セグメント間取引消去△36百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益１百万円及び全社費用２百万円が含まれております。全社収益は、主に報告

セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他の 
事業 

（注）１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
船舶港湾
機器事業 

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業 

防衛・通信
機器事業 

計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
6,486 9,497 1,068 10,537 27,589 2,241 29,829 0 29,830 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

95 148 1 77 321 723 1,044 △1,044 － 

計 6,581 9,646 1,068 10,614 27,910 2,964 30,874 △1,044 29,830 

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

71 209 △347 93 27 20 47 △32 15 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検査機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険

代理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△32百万円には、セグメント間取引消去△41百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益０百万円及び全社費用８百万円が含まれております。全社収益は、主に報告

セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．その他

受注の状況 

当第３四半期連結累計期間における受注の状況をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。また、金額には消費税等は含まれておりません。 

(1) 受注高 

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 6,530 19.6 

油空圧機器事業 9,782 5.9 

流体機器事業 1,836 △8.0 

防衛・通信機器事業 12,094 1.7 

報告セグメント計 30,241 5.8 

その他の事業 2,941 △14.1 

合計 33,182 3.7 

 

(2) 受注残高 

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 前期末比（％）

船舶港湾機器事業 3,057 △6.4 1.4

油空圧機器事業 2,912 10.7 10.8 

流体機器事業 958 △22.3 404.0 

防衛・通信機器事業 20,527 12.5 8.2 

報告セグメント計 27,453 8.2 10.7 

その他の事業 2,244 △2.7 45.1 

合計 29,697 7.2 12.7 
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